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していること」「基幹相談支援センターが行う地域の相談支援体制の取

組に参画していること」の要件を満たしたこととできるか。 

（答） 

 市町村及び基幹相談支援センターが設問のとおり運用している場合には可

能である。 

 ただし、各要件はより幅の広い取組を行うことも想定されるため、協議会等

において関係者間で十分に協議を行うことが望ましい。また、市町村や基幹相

談支援センターから更なる取組への協力を求められた場合には積極的に応ず

る必要がある。 

 

（機能強化型基本報酬算定に係る兼務の範囲） 

問 63 機能強化型基本報酬及び主任相談支援専門員配置加算では、原則と

して常勤専従が求められているところ、常勤専従が求められている相談

支援専門員又は主任相談支援専門員について、管理者を兼務することは

可能か。 

（答） 

 当該指定特定（障害児）相談支援事業所及び同一敷地内にある指定一般相談

支援事業及び指定自立生活援助の事業所における管理者を兼務することは差

し支えない。 

 もっとも、主任相談支援専門員配置加算については、主任相談支援専門員に

よる地域の相談支援事業所の従事者に対する助言指導を実施することが要件

とされていることを踏まえ、上記管理者の兼務については、主任相談支援専門

員としての上記助言指導の実施に支障が生じないと認められる場合に限るこ

ととする。 

 

（主任相談支援専門員配置加算（Ⅰ）の対象事業所） 

問 64 主任相談支援専門員配置加算（Ⅰ）の対象事業所として、基幹相談支

援センターの委託を受けている、児童発達支援センターに併設される又

は地域の相談支援の中核を担う機関として市町村長が認める指定特定

（障害児）相談支援事業所としているが、地域の相談支援の中核を担う

機関については、具体的にはどのような事業所を対象とすべきか。 

（答） 

 基幹相談支援センターに準ずる相談支援事業所として、地域において中心的

に基幹相談支援センターの中核的な業務である以下の業務を担っている相談

支援事業所を想定しており、具体的には当該事業所に配置される主任相談支援

専門員が、以下に掲げる基幹相談支援センターの取組に明確な役割をもって協

力している或いは基幹相談支援センターが未設置の地域において、基幹相談支
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援センターが設置されるまでの間、下記の取組を市町村と共に主体的に実施す

ることが必要である。 

 

（参考）地域生活支援事業通知の別紙 1地域生活支援事業実施要綱別記 1-3相談支援事業実施要領の 3

の(1)のイ 

(イ)基幹相談支援センターによる地域の相談支援体制の強化の取組 

(ウ)基幹相談支援センターによる自治体と協働した協議会の運営等による地域づくりの取組 

 

（主任相談支援専門員配置加算（Ⅰ）の算定手続） 

問 65 主任相談支援専門員加算（Ⅰ）を算定する場合、市町村長から地域の

相談支援の中核を担う機関として認められる必要があるが、そのために

指定特定（障害児）相談支援事業所はどのような手続きが必要か。 

（答） 

 当該加算を算定する体制届を受理することをもって、市町村長が認めたもの

とするが、市町村が認めるにあたり、協議会の相談支援部会等の意見を聴取す

ることが望ましく、複数市町村が共同で相談支援体制を構築している場合には、

その構成市町村の意見も聴取することが望ましい。 

 なお、基幹相談支援センターの運営の委託を受けている又は児童発達支援セ

ンターと一体的に運営されている指定特定（障害児）相談支援事業所である場

合、当該事実をもって要件を満たしているものとする。よって、当該加算を算

定する体制届を提出することのみで足りるものであり、市町村から改めて認め

られることは要しない。 

 

（居宅介護支援事業所等連携加算の算定方法） 

問 66 居宅介護支援事業所等連携加算の算定方法について、具体的な取扱

いはどのようなものか。 

（答） 

 ①障害福祉サービス等の支給決定期間中については、当該加算を算定できる

（1)～(6)に定める場合毎に、当該期間中に２回まで算定できるものである。 

例：１月＜(1)＞、２月＜(1),(2)＞、３月＜(2)＞、４月＜(1),(3)＞ 

→(1)：２回、(2)：２回、(3)：１回算定可（４月の(1)のみ上限到達のため算

定不可） 

②障害福祉サービス等の支給決定期間後の６月間は、当該加算を算定できる

（1)～(6)に定める場合毎に、1月あたり各１回まで算定できるものである。 

例：１月＜(1),(3)＞、２月＜(1),(2)＞、３月＜(2)＞、４月＜(1),(2),(3)＞ 

→(1)：３回、(2)：３回、(3)：２回算定可 

※保育・教育等移行支援加算についても同様 


